
























Yは，平成 12 年 12 月 16 日，金融再生委員会から，金融機能の再生のた
めの緊急措置に関する法律（平成 11 年法律第 160 号による改正前のもの）
８条に基づく金融整理管財人による業務及び財産の管理を命ずる処分を受
け，その経営が破綻した。Yらは，これにより，本件各出資に係る持分の






































































































































































































































































⑶ 最判平成 17年９月 16 日民集 217号 1007 頁（売主から委託を受けてマンションの
専有部分の販売に関する一切の事務を行っていた宅地建物取引業者に専有部分内に設
置された防火戸の操作方法等につき買主に対して説明すべき信義則上の義務があると
された事例），京都地判平成 12 年３月 24 日判タ 1098 号 184頁（「全戸南向き」と宣伝
してマンションを販売したが，実際には「全戸南向き」でないことが判明した事例），
奈良地判葛城支平成 11 年８月 31 日（宅地建物取引業者が，依頼者からカーポート利
用の必要性を強調されて媒介の依頼を受けている場合，カーポートの利用に係る通行
権の設定に関する事例），東京地判八王子支昭和 54 年７月 26 日判時 947号 74頁（宅
地建物取引業者の仲介により購入した土地が宅地造成等規制法による宅地造成工事規
制を受けていた場合において，この規制について告知しなかった事例），東京高判昭和
52 年３月 31 日判時 858 号 69頁（宅建業者を売主とする土地の売買契約につき，売主
が宅建業法 35 条の説明義務をつくさなかったことが問題となった事例）。
⑷ 大阪地判平成 22 年５月 12 日判時 2090 号 50頁，大津地判平成 21 年２月５日判時
2071 号 76頁，千葉地判平成 19 年８月 30 日判タ 1283 号 141頁，福岡高判平成 18 年
１月 31 日判タ 1235 号 217 頁，福岡高判平成 18 年１月 31 日判タ 1216 号 172頁，名古
屋高判金沢支平成 17年６月 22 日 TKC法律情報データベース，金沢地判平成 15 年４
月 28 日判時 1931 号 58頁，名古屋高判平成 14 年６月 27日 TKC法律情報データベー
ス。
⑸ 最判平成 23 年１月 21 日先物取引裁判例集 61 号 40頁，最判平成 21 年 12 月 18 日
民集 232 号 833頁，最判平成 21 年７月 16 日民集 231 号 375頁，最判平成 18 年６月
12 日金商 1245 号 16頁，最判平成 10 年６月 30 日証券取引被害判例セレクト 10巻 84
頁，最判平成 10 年６月 25 日証券取引被害判例セレクト８巻 379 号，最判平成 10 年６




































































































































































































































































































年２月 10 日先物取引裁判例集 59 号 297 頁，東京地判平成 20 年３月 25 日先物取引裁
判例集 52 号 111頁，神戸地判平成 20 年１月 18 日先物取引裁判例集 50 号 432頁，千
葉地判平成 19 年 11 月 12 日先物取引裁判例集 50 号 292頁，千葉地判平成 19 年８月
30 日判タ 1283 号 141頁，大阪高判平成 18 年７月 13 日先物取引裁判例集 45 号 132
頁，神戸地判姫路支平成 18 年６月 12 日先物取引裁判例集 44 号 391頁，福岡高判平成

































































































 宮下修一「契約関係における情報提供義務⑴∼（12完）」名古屋大学法政論集 185 号
∼205 号（2000∼2004），同「消費者保護と私法理論」（2006）。
るを得ないとしても，残された問題は，情報提供義務違反を含め，一般に
契約締結交渉過程において当事者に課される信義則上の義務の法的性質は
何か，である。これを契約責任と構成しようと不法行為責任と構成しよう
と，効果は損害賠償であり，その内容は原状回復的なものに留まる点に違
いはないので，この問題は純粋に理論的な問題であるといってよい。
この問題について，筆者は，契約締結交渉の不当破棄事例を中心に検討
した別稿にて，契約締結交渉過程における信義則上の義務は不法行為責任
の一種として性格付けることが最も自然であることを論じた
(23)
。義務違反
の態様の多様性，判断の個別性・具体性・柔軟性，過失相殺の積極的活用
という点において，契約責任というよりはむしろ不法行為責任の判断構造
に近いこと，契約締結上の過失責任に言及した判例はかなりの数に上るが，
通説が契約責任構成であるにも関わらず，依然として不法行為責任構成の
判例が出され続けていること，契約成立を厳格に捉える判例の立場からす
れば，契約責任はあくまで契約の成立後に課されるべき責任であって，契
約締結交渉段階における責任とは厳然と区別されなければならないはずで
あるから，両者を連続的に捉えることは困難であることなどがその理由で
ある。本判決の補足意見でも，契約締結前における説明義務の内容や程度
は個別的，非類型的なものであって，通常の契約上の義務とは異なること
が指摘されているが，これらも不法行為責任との親和性を示す特徴といえ
るであろう。
もっとも，契約締結に向けられた情報提供義務違反の場合には，義務の
内容や程度が千差万別である契約締結交渉の不当破棄に比べて，もともと
義務の内容に「情報の提供」という限定的な括りがある上に，義務違反の
結果として現に成立している契約に照らして，契約締結前に提供されるべ
契約締結に向けられた信義則上の説明義務違反について
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 久須本かおり「契約締結交渉の不当破棄における責任⑵完」愛知大学法経論集 177
号（2008）106頁参照。
き情報が何であったのかは比較的抽出しやすい点に特徴がある。それゆ
え，契約締結に向けられた情報提供義務違反を不法行為責任と捉え，問題
処理の個別性，非類型性を維持し続けるよりは，先の述べたような契約の
有効性判断に反映できるような形で，その要件や内容を明確化する方が，
交渉当事者の予測可能性という観点からは望ましい。その限りで，情報提
供義務違反を契約締結上の過失責任の一つとして位置づける構成は，あく
まで過渡的なものにすぎないのであって，最終的には契約の有効性要件に
昇華，吸収されるべきものであるから，その性質論を独立して論じること
にそれほど意味はないと言えよう。
最後に，本判決の射程である。本判決は，契約締結上の過失責任の類型
のうち，情報提供義務違反という類型に限定して判示するものであり，か
つ判旨の示した説明義務の法的性質論は十分な根拠に基づくものとは言い
難い。しかしながら，判旨が前提とするところの，補足意見で示された契
約締結上の過失責任に関する一般的理解は，この問題に対する通説的理解
とは明らかに異なるものであって，本判決が契約締結上の過失理論に重大
なインパクトを与えるものであることは確かである。今後は，契約締結交
渉の不当破棄類型についても，同種の法的性質論が展開される可能性は非
常に高いといえ，今後の判例の動向が注目される
(24)
。
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 なお，本判決が，当事者の請求のうち原審が採用しなかった法律構成の方が正しかっ
たことを理由として，原審の判決を破棄するに止まり，これを差し戻さなかった点は
一見不当に思われるが，本判決が 724 条前段の適用に言及していることから推察して，
原告が訴えを提起した時点で既に３年の時効期間が経過しており，不法行為に基づく
損害賠償請求権が消滅している事案であることがうかがわれる。この点，原審が未公
刊であり事実関係を確認することができなかった。
